	確認書

	令和７年度無料低額宿泊所・日常生活支援住居施設整備事業計画書を提出する予定である。

	設置主体
	（新設法人の場合は、「（新設）（仮称）○○法人～～」と記入）

	事務担当者名
及び連絡先
	
	電話

	
	
	FAX

	
	
	E-mail

	施設名
	（創設の場合は無記入でも結構です。）

	事業種別
	①　　　　　　　　　　　　　　　②
③　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数ある場合は複数記入）

	定員
	1 　　　　　　　　　　　　　　②
③　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数ある場合は複数記入）

	整備区分
	創設　・　改 築　・　老朽民間社会福祉施設整備　・　増築　・　大規模修繕　　
（該当区分を○で囲むこと）

	補助申請の予定時期
	　令和６年度補正予算　　　　　・　　　　令和７年度当初予算
（該当区分を○で囲むこと）

	計画に関し相談している区市町村の担当者（施設整備地の障害福祉主管課）について記載。
部署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先（ＴＥＬ）：

	予定地
	【所在地】
【所有関係】　　自己所有　・　借地　　　（該当区分を○で囲むこと）

　※借地の場合は、以下の該当区分を○で囲むこと

【借地種別】　　民有地　・　国有地　・　都有地　・　区市町村有地　
【借地権種別】　普通借地・定期借地（一般・事業用・建物譲渡特約付）

	事業計画書
提出予定日
	令和６年　　　月　　　日　
※フラットファイルに綴ったものとあわせて、電子媒体でも提出すること。


※　確認書に記入の上、令和６年６月２８日（金）までに保護課施設担当あてにメール（S1140402@section.metro.tokyo.jp）にてお送りください。　
※　事業計画書の様式はお問合せください。
